
規

則 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

平
成
二
十
七
年
十
二
月
四
日 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 

埼
玉
県
規
則
第
七
十
五
号 

 
 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
埼
玉
県
規
則
第
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
四
）
及
び
別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
四
の
二
）
中 

 
 

 
 

 

を 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

  

別
記
様
式
第
六
号
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

  

「
法

人
番

号
」

 

「
納

税
番

号
」
 

納
税

番
号
 

又
は

法
人

番
号

 

 

「
 

」
 

「
 納

税
番

号
 

 

」
 

別
記
様
式
第
四
号
の
六
中 

を 

に
改
め
る
。 



別記様式第六号の二 

相続人代表者指定届出書              

被相続人 

住（居）所  

氏 名 
（    年  月  日死亡） 

相 続 人 

代 表 者 

住 所  

氏 名 
 ◯印   

（被相続人との続柄）         

個人番号 
 

 上記のとおり相続人代表者を指定したので地方税法第９条の２第１項後段の規

定により届け出ます。 

     年  月  日 

 

相 
 
 
 
 
 
 
 

続 
 
 
 
 
 
 
 

人 

住    （居）    所  

氏 名 
◯印  

（被相続人との続柄）   

個 人 番 号 
 

地方税法第９条第２項に規
定する相続分 

 

住    （居）    所  

氏 名 
◯印  

（被相続人との続柄）   

個 人 番 号 
 

地方税法第９条第２項に規
定する相続分 

 

住    （居）    所  

氏 名 
◯印  

（被相続人との続柄）   

個 人 番 号  

 地方税法第９条第２項に規
定する相続分 

 

     （宛先） 
     埼玉県   県税事務所長 

  記載上の注意 相続人が法人等の場合は氏名欄に法人名を、住（居）所欄には事務所又は

事業所所在地を、個人番号欄には法人番号を記入する。 

  



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
別
記
様
式
第
八
号
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
八
号
の
二
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

別
記
様
式
第
八
号
の
五
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

   
 

 
 

 
 

 
 

 

  
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

  
 

 
 

 

」 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

別
記
様
式
第
九
号
の
十
及
び
別
記
様
式
第
九
号
の
十
一
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

「
納

税
者

又
は
特

別
徴

収
義

務
者

 

住
（

居
）

所
 

氏
 

 
 

名
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
 

税
者

又
は

特
別
徴

収
義

務
者

 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

 
 

」
 

 
氏

 
 

 
名

 

 
法

人
に

あ
つ
て

は
所

在
地

、
 

 
名

称
及

び
代
表

者
氏

名
 

   
 

 
 

 
○ 印

 

  
 

 
 

 
 
」
 

「
氏

 
 

 
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
○ 印

 

個
人

番
号

 

(
法

人
に

あ
つ
て

は
、

所
在

地
、

名

称
、

代
表

者
氏

名
及

び
法
人

番
号
)
 「
 第

二
次

納
税

義
務

者
 

住
所

（
所

在
地
）

 

氏
名

 名
 
称

 
及

 
び

代
表

者
氏

名
 

 
 

 
 

    
 

 
○ 印

 

「
第

二
次

納
税
義

務
者

 

住
所

（
所

在
地
）

 

氏
名

 
名

 
称

 
及

 
び

代
表

者
氏

名
 

 
 

 
 

 
 

 
○ 印

 

個
人

番
号

（
法
人

番
号

）
 

「
納

 

特
 

「
納

税
者

又
は
 

特
別

徴
収

義
務

者
 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

税
者

又
は
 

別
徴

収
義

務
者
 

住
（

居
）

所
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 「
宛

先
」

 

「
宛

先
」

 

「
宛

先
」

 

「
宛

先
」
 

「
あ

て
先

」
 

「
あ

て
先

」
 

「
あ

て
先

」
 

「
あ

て
先

」
 

(
 

(
 

「
納

 

を 

(
 

(
 

(
 

(
 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
九
号
の
十
五
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に 

 

改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
九
号
の
十
五
の
二
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

   
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

別
記
様
式
第
九
号
の
二
十
二
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「
申

 
請

 
者

 

住
（

居
）

所
 

氏
 

 
 

名
 

 
 

 
 

 
 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

氏
 

 
 

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

○ 印
 

 
 

   
 

 
○ 印

 
 

」
 

「
請

求
者

 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

「
請

 
求

 
者

 

 
住

（
居

）
所

 

 
氏

 
 

 
名

 
 

 
 

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
○ 印

 
 

」
 

「
申

請
者

 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
○ 印

 
 

 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
 

「
特

別
徴

収
義

務
者

 

又
は

納
税

者
 

 住
（

居
）

所
 

氏
名
 

 
 

 
 

「
特

別
徴

収
義

務
者

 

又
は

納
税

者
 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

「
あ

て
先

」
 

「
あ

て
先

」
 

「
あ

て
先

」
 

「
宛

先
」

 

「
宛

先
」

 

「
宛

先
」

 

 
 

 
 

 
 

 
○ 印

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
○ 印

 

 
 

 
 

 
 

 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
（
一
）
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

に
改
め
、
同
様
式
の
注
意
１
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を
削
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
「 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
（
二
）
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

」 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
二
中 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
三
の
備
考
中 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

、 
 

 
 

 
 

 

及
び 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を
削
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

別
記
様
式
第
十
一
号
の
四
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 

 
 

 
 

 
 
○ 印

 
 

」
 

「
納

税
者

 

住
（

居
）

所
 

氏
 

 
 

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

   
 

 
 
○ 印

 
 

」
 

「
納

税
者

 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
○ 印

 
 

 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
」

 

 
 
法

人
に

あ
つ
て

は
、

そ
の

 

 
 
名

称
及

び
代
表

者
氏

名
 

  
個

人
番

号
 

 
法

人
に

あ
つ
て

は
、

代
表

者
氏

名
及

び
 

「
電

話
番

号
 

個
人

番
号

」
 

「
電

話
番

号
」

 

「
、

法
人

の
県
民

税
、

法
人

の
事

業
税

及
び

地
方

法
人

特
 

別
税

に
あ
つ
て
は
法

人
番
号

を
」
 

「
そ

れ
ぞ

れ
、

」
 

「
又

は
「

法
人
番

号
」

」
 

「
納

税
者

又
は
 

特
別

徴
収

義
務

者
 

 

住
（

居
）

所
 

氏
 

 
 

名
 

 
 

 
 

 

「
納

税
者

又
は
 

特
別

徴
収

義
務

者
 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

 

「
あ

て
先

」
 

「
宛

先
」

 

「
あ

て
先

」
 

「
宛

先
」

 

「
、
法

人
の

県
民

税
、

法
人

の
事

業
税

及
び

地
方

法
人

特
別

税
に

 

あ
つ

て
は

法
人
番

号
を
」
 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

○ 印
 

 
 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

(
 

(
 

(
 

 そ
の

名
称

、

法
人

番
号
 (

 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 

 
 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
六
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
、
同
様
式
の
注
意
１
中 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
削
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
七
の
備
考
１
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

、 
 

 
 

 
 

 

及
び 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を
削
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
二
号
、
別
記
様
式
第
十
二
号
の
二
及
び
別
記
様
式
第
十
二
号
の
四
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 

「 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

  

別
記
様
式
第
十
四
号
（
二
）
及
び
別
記
様
式
第
十
四
号
（
二
の
二
）
中 

 
 

 
 

 

を 
 

 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
八
号
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

     
 

 
 

 
 
○ 印

 
 

 
 

 

「
納

税
者

又
は
 

特
別

徴
収

義
務

者
 

住
（

居
）

所
 

氏
 

 
 

名
 

 
 

 
 

 

   
 

 
 

 
 

 
○ 印

 
 

」
 

「
納

税
者

又
は
 

特
別

徴
収

義
務

者
 

住
（

居
）

所
又
は

所
在

地
 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「
、
法

人
の

県
民

税
、

法
人

の
事

業
税

及
び

地
方

 

「
、
法

人
の

県
民

税
、

法
人

の
事

業
税

及
び

地
方

法
人

 

特
別

税
に

あ
つ
て

は
法

人
番

号
を

」
 
「

そ
れ

ぞ
れ
、

」
 

「
又

は
「

法
人
番

号
」

」
 

「
法

人
番

号
」

 

氏
名

又
は

名
 

称
（

代
表

者
 

氏
名

）
 

個
人

番
号

又
 

は
法

人
番

号
」

 

氏
名

又
は

名
 

称
（

代
表

者
 

氏
名

）
 

  
 

 
 

 
」

 

「
納

 

税
番

号
」
 

「
宛

先
」

 

「
あ

て
先

」
 

「
あ

て
先

」
 
「

宛
先

」
 

○ 印
 ○ 印

 

法
人

特
別

税
に
あ

つ
て

は
法

人
番

号
を

 

氏
名

又
は

名
称
及

び
代

表
者

氏
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

個
人

番
号

又
は
法

人
番

号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



別記様式第十八号の二 

 
受 付
印 

 

  

県 税 の 更 正 請 求 書               

年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

納
税
者
又
は
特
別
徴
収
義
務
者 

住所又は所在地  

氏名又は名称 

（代表者氏名） 

◯印 

（電話        ） 

個 人 番 号 

又は法人番号 
 

年 度 税 目 
期（月）別

事 業 年 度 
納 期 限 

申 告

区 分 
備 考 

   
・  ・ 

  

更正請求の対象となる額 更  正  後  の  額 

課 税 標 準 等 税 額 等 課 税 標 準 等 税 額 等 

円 円 円 円 

申 告 書 の 提 出 年 月 日 ・       ・ 

更正・決定の通知を受けた年月日又は国

の税務官署が更正・決定の通知をした日 
・       ・ 

地方税法第２０条の９の３第２項各号に

掲げる理由の生じた日 
・       ・ 

請
求
の
理
由
等 

 

 注意１ 更正請求の対象となる額の欄は、誤つて申告した額又は更正若しくは決定に係

る額等を記載すること。 

   ２ 請求の理由等の欄は、更正の請求をする理由及び請求に至つた事情の詳細その

他参考となるべき事項を記載すること。 

 

  



 

別
記
様
式
第
十
九
号
（
三
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



別記様式第十九号（三） 

注意１ 法人が請求するときは、法人の代表者印を押印してください。 
２ 代理人が請求するときは、請求書を提出する県税事務所長に、委任状、代理人選任届等を提出してください。 
３ 最近納付（入）した場合には、領収証書を持参してください。 
４ 交付手数料は、１税目・１年度（事業年度）・１枚につき   円です。ただし、法人事業税及び地方法人特別税は１税目とみなします。 
５ ※印の欄は、記入しないでください。 
６ 運転免許証、健康保険証等の公的証明書の提示等の方法で請求者の本人確認をさせていただきます。 
７ 複数の自動車税について証明書が必要なときは、別の用紙等に登録番号を記載して添付してください。

 収入証紙貼付欄 

 
  （宛先）                            納 税 証 明 書 交 付 請 求 書                                          年  月  日 
  埼玉県     税事務所長 

納 税 者 又 は 
特 別 徴 収 義 務 者 

住 所 又 は 
所 在 地  

代 理 人 

住 所  

フ リ ガ ナ 
 

氏名又は名称及び
代表者職・氏名 

 
 
 
 

○印   
（電話   （  ）     ） 

氏 名 
 
 
 

○印   
 

（電話   （  ）     ） 

個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号  

使 用 目 的 
（番号を○で囲んでください。） 

１ 入札参加資格審査申請（申請先：埼玉県・その他） ２ 建設業許可申請・更新、事業年度終了報告書提出 ３ 資金借入申請 ４ 酒類販売業免許申請 
５ 公益法人認定申請 ６ 自動車の名義変更、所有権解除、売買、下取り ７ その他（                     ） 

請 求 枚 数 枚 納 税 番 号  ※本人(代理人) 
確認方法 

□運転免許証 □健康保険証 □パスポート 
□行政書士証票 □個人番号カード □その他（        ） 

証 明 事 項 
（番号を○で囲み、必要事項を

記入してください。） 

１ 滞納額がない
ことの証明 

(１) 県税（個人県民税を除く。 ） 

(２) 自 動 車 税 登録番号   大宮・熊谷・所沢・春日部・川越・川口・越谷・埼 

２ 税額等の証明 

(１) 法 人 県 民 税 
(２) 法 人 事 業 税 
 ・地方法人特別税 

 

事業年度等     年  月  日から     年  月  日まで 
事業年度等     年  月  日から     年  月  日まで 
事業年度等     年  月  日から     年  月  日まで 
事業年度等     年  月  日から     年  月  日まで 

(３) 個 人 事 業 税 所得年 （    年所得、    年所得、    年所得、    年所得） 

(４) 自 動 車 税 登録番号   大宮・熊谷・所沢・春日部・川越・川口・越谷・埼 

３ その他の証明  



 

別
記
様
式
第
十
九
号
の
二
（
三
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

  



別記様式第十九号の二（三） 

 収 入 証 紙 貼 付 欄 

 

年  月  日 
 （宛先）                   県 税 に 関 す る 証 明 書 交 付 請 求 書                    
 埼玉県   税事務所長 

納 税 者 又 は        

特別徴収義務者 

住 所 又 は 
所 在 地 

 

代理人 

住 所  

フ リ ガ ナ 
氏名又は名称
（代表者氏名） ◯印 氏 名 

◯印 
個 人 番 号 
又は法人番号  

使 用 目 的 

（番号を○で囲       

んでください。） 

１ 入札参加資格審査申請 

２ 建設業許可申請 

３ 資金借入申請 

４ その他（                 ） 

※本人（代理人）確認方法 

  □運転免許証     □健康保険証 

  □パスポート     □個人番号カード 

  □その他（              ） 

請 求 枚 数 枚 納 税 番 号  

証 明 事 項 

（番号を○で囲

み、必要事項を      

記入してくださ

い。） 

１ 法人の設立等報告に関する証明 

  （名称・設立又は設置年月日・資本金・決算期・事務所又は事業所の所在地） 

２ 個人の事業税に係る事業開始等の報告に関する証明 

  （事業の種類・名称・事業開始年月日・事務所又は事業所の所在地） 

３ その他 

  （                                ） 
  
 注意１ 法人が請求するときは、法人の代表者印を押印してください。 

   ２ 代理人が請求するときは、請求書を提出する県税事務所長に、委任状、代理人選任届等を提出してください。 

   ３ ※印の欄は、記入しないでください。 

   ４ 運転免許証、健康保険証等の公的証明書の提示等の方法で請求者の本人確認をさせていただきます。 



 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
及
び
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



別記様式第二十七号 

法人税・法人の事業税・地方法人特別税 

の申告書の提出期限の延長等の通知書  

年  月  日  

     

都
道
府
県

 知事 様 

埼玉県  県税事務所長 □印   

 地方税法第５３条 
第３８項
第３９項

 の規定による法人税に係る
確 定 申 告 書       
連結確定申告書

の提出期

限の延長の処分等の届出及び同法第７２条の２５ 
第３項
第５項

（同法第７２条の２８第２

項において準用する場合を含む。）の規定（地方法人特別税等に関する暫定措置法

第１０条の規定により法人の事業税の賦課徴収の例によることとされている場合を

含む。）による法人の事業税・地方法人特別税の申告書の提出期限の延長の承認等

について、次のとおり通知します。 

主 たる事務 所又は 
事 業 所 の 所 在 地  

法 人 名  

貴都道府県内の事務
所又は事業所の所在地  

法 人 番 号  

     
年 月 日から
年 月 日まで

の事業年度分

から法人税の確定申告書（当該法人が連

結親法人である場合は連結確定申告書、

当該法人が連結子法人である場合は当該

法人との間に連結完全支配関係がある連

結親法人の連結確定申告書）の提出期限

の延長については、 

 下記のとおり延長の処分があつた。 

 下記のとおり指定に係る月数が変更さ

れた。 

 その延長の処分が取り消された。 

 その適用を受けることをやめた。 

記 

 （申告書の提出期限の延長期間） 

月間 

 （変更後の指定に係る月数） 

月間 

     
年 月 日から
年 月 日まで

の事業年度分

から法人の事業税・地方法人特別税の申

告書の提出期限の延長については、 

 下記のとおり承認した。 

 下記のとおり指定に係る月数を変更し

た。 

 その承認を取り消した。 

 その適用を受けることをやめた。 

記 

 （申告書の提出期限の延長期間） 

月間 

 （変更後の指定に係る月数） 

月間 



別記様式第二十七号の二 

 

法人税に係る確定申告書の提出期限の 

延長処分等の届出等についての通知書 

 

年  月  日  

 

     
市
町
村
 長 様 

 

埼玉県  県税事務所長 □印   

 

 法人税に係る
確 定 申 告 書       
連結確定申告書

の提出期限の延長の処分等について、地方税法第５

３条 
第３８項による届出
第３９項による届出
第４０項による通知

 があつたので、次のとおり通知します。 

主 た る 事務 所 又は 
事 業 所 の 所 在 地 

 

法 人 名 
 

法 人 番 号 
 

 

     
年  月  日から
年  月  日まで

の事業年度分から法人税の確定申告書（当該法人が

連結親法人である場合は連結確定申告書、当該法人が連結子法人である場合は当該

法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人の連結確定申告書）の提出期限の

延長については、

下記のとおり延長の処分があつた。

下記のとおり指定に係る月数が変更された。

その延長の処分が取り消された。

その適用を受けることをやめた。

  

記 

 （申告書の提出期限の延長期間）             月間 

 （変更後の指定に係る月数）               月間 



 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
四
を
次
の
よ
う
に
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め
る
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別記様式第二十七号の四 

 

法人の事業税・地方法人特別税の申告書の提出期限 

の延長の承認通知書               

年  月  日 

     

都
道
 
府
県

 知事 様 

埼玉県  県税事務所長 □印  

 地方税法第７２条の２５第 項（同法第７２条の２８第２項において準用する場

合を含む。）の規定（地方法人特別税等に関する暫定措置法第１０条の規定により

法人の事業税の賦課徴収の例によることとされている場合を含む。）により、法人

の事業税・地方法人特別税の申告書の提出期限の延長を承認したので、次のとおり

通知します。 

主 た る 事 務 所 又 は          

事 業 所 の 所 在 地 

 

法 人 名 
 

貴都道府県内の事務

所又は事業所の所在地 

 

法 人 番 号 
 

適 用 事 業 年 度     年  月  日から    年  月  日まで 

申 告 書 の提 出 期限 

（本 来 の 納 期 限        ） 
年    月    日 

延 長 の 指 定 を し た          

申 告 書 の提 出 期限 
年    月    日 

備 考 

 

 

  



 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
七
中 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
別
記
様
式
第
二
十
八
号
か
ら
別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
三
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
 

「
法

人
番

号
」

 
「

納
税

番
号

」
 



別記様式第二十八号 

 

 
受 付 印 

 法 人 の 設 立 等 報 告 書                  

  （フリガナ） 

本店所在地 
 

 

 

年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

〒        （  局  番） 

（フリガナ） 

法 人 名 
 

 

代
表
者 

（フリガナ） 

氏 名 
 

◯印 

住 所 
〒 

（  局  番） 

法 人 番 号  

  法人を設立（転入・支店等を設置）したので下記のとおり報告します。 

設 立 年 月 日 年   月   日 

資本金又は 

出資金の額 
円 

資本金等の額
又は連結個別
資本金等の額 

円 決 算 期  

事業の種類  

連 結 納 税 の 承 認 
（いずれかを○で囲む。） 

有
ri 

連結親法人の名称  
無
し 

連結親法人の所在地  

本
県
内
の
支
店
等 

名 称 所 在 地 設置年月日 

  ・ ・ 

  ・ ・ 

  ・ ・ 

備 考  
○ 転入・支店等の設置の場合は、下記の欄にも記入してください（支店等の設置の場合は
※欄のみ）。 

転 入 年 月 日 （ 登 記 年 月 日 ） 年   月   日（   年  月  日） 

旧 本 店 の 所 在 地 
〒 

（  局  番） 

旧本店の状況（いずれかを○で囲む。）  存 続          廃 止（   年  月  日） 

※申告書の提出期限が既に延

長されている場合 
県 民 税 ：：の事業年度から 月間 

事 業 税 
・特別税 

：：の事業年度から 月間 

 注意１ この報告書は、設立等により本県に新たに納税義務が発生した場合に、埼玉県税条
例第３１条の７第１項、第２項及び第４項に基づいて、設立等の日から１月以内に提
出するものです。 

   ２ 受託法人に係る報告書を提出する場合は、「法人名」欄には受託者（法人課税信託の
受託者が２以上ある場合は、主宰受託者）の名称又は氏名及び法人課税信託の名称を
記載してください。また、受託者が個人の場合は、「法人番号」欄には受託者の個人番
号を記載してください。 

   ３ 一の法人課税信託の受託者が２以上ある場合は、備考欄に主宰受託者以外の受託者の
名称及び代表者氏名又は氏名並びに事務所若しくは事業所所在地又は住所若しくは居
所を記載してください。 

 （添付書類）①定款・寄附行為・規約等の写し（受託法人に係る報告については、法人課税
信託の契約書の写しその他法人課税信託の効力の発生の事実を証明する書類）
 ②登記事項証明書 ③他都道府県の事務所等の名称・所在地の一覧表 ④資
本金等の額が資本金の額又は出資金の額と異なる場合は、利益積立金額及び資
本金等の額の計算に関する明細書（法人税法施行規則別表五（一））又は連結個
別利益積立金額及び連結個別資本金等の額の計算に関する明細書（法人税法施
行規則別表五の二（一）付表一）（これらがない場合には、貸借対照表） ⑤連
結納税の承認を受けた法人については、その事実を証明する書類 各１部 



別記様式第二十八号の二 

 

 
 

 納 税 番 号 

 
受 付 印 

法 人の 名称 変更 等の 報告書                 

  （フリガナ） 

本 店 所 在 地 

 

 〒           （   局  番） 

年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

（フリガナ） 

法 人 名 

 

 

代

表

者 

（

清

算

人

） 

(フリガナ） 

氏 名 

 

○印  

住 所 
〒 

（   局   番） 

法 人 番 号  

  下記のとおり      したので報告します。 

報  告  事  項 変  更  前 変  更  後 

本 店 所 在 地 
〒 〒 

旧本店の状況（いずれかを〇で囲む。）  存続   廃止（   年  月  日） 

法 人 名   

代 表 者 氏 名   

資 本 金 又 は 出 資 金 の 額 円 円 

資 本 金 等 の 額 又 は 
連 結 個 別 資 本 金 等 の 額 

円 円 

決 算 期   

事 業 の 種 類   

本 県 内

の 支 店 等 

名 称   

所 在 地   

合 併 

の 場 合 

被 合 併 法 人 の 
本 店 所 在 地 

〒 
（ 局  番） 

被 合 併 法 人 の 
法 人 名 

 

連 結 

の 場 合 

連 結 親 法 人 の 
本 店 所 在 地 

〒 
（ 局  番） 

連 結 親 法 人 の 
法 人 名 

 
 

そ の 他 
（ ）   

事実が発生
した年月日

（ 登 記 年 月 日 ） 年   月   日（    年  月  日） 

備 考  

注意１ この報告書は、先に報告した事項に変更があつた場合に、埼玉県税条例第３１条の７第３
項及び第３１条の８に基づいて、その事実が発生した日から１０日以内に提出するものです。 

２ 受託法人に係る報告書を提出する場合は、「法人名」欄には受託者（法人課税信託の受託
者が２以上ある場合は、主宰受託者）の名称又は氏名及び法人課税信託の名称を記載してく
ださい。また、受託者が個人の場合は、「法人番号」欄には受託者の個人番号を記載してく
ださい。 

 （添付書類）①登記事項証明書又は議事録の写し ②資本金等の額の変更の場合は、利益積立金額
及び資本金等の額の計算に関する明細書（法人税法施行規則別表五（一））又は連結
個別利益積立金額及び連結個別資本金等の額の計算に関する明細書（法人税法施行規
則別表五の二（一）付表一）（これらがない場合には、貸借対照表） ③連結納税の
承認、承認申請の却下及び承認の取消等を受けた法人については、これらの事実を証
明する書類 ④その他変更の内容を証明する書類 各１部 

 
 



別記様式第二十八号の三 

受 託 者 の 変 更 報 告 書                 

  １ 新たな受託者として就任した 

  ２ 受託者の任務が終了した   ので、下記のとおり報告します。 

  ３ 主宰受託者の変更があつた 

 注意 この報告書は、法人課税信託について新たな受託者として就任した場合、法人課

税信託について受託者の任務終了に伴い当該信託事務の引継ぎをした場合及び一の

法人課税信託の受託者が２以上ある場合においてその主宰受託者の変更があつたと

きに、埼玉県税条例第３１条の７の２の規定に基づいて、当該事実が発生した日か

ら２月以内に提出するものです。 

 （添付書類）就任、引継ぎ又は変更の事実を証する書類 １部 

  

 
受 付 印 

    
  （ フ リ ガ ナ ） 

主たる事務所若し
くは事業所の所在
地又は住所 

 

   
〒 
 
電話   （  ） 

   （ フ リ ガ ナ ） 
受託者の名称又は
氏名 

 

    

   年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

代 

表 

者 

（フリガナ） 

氏 名 

 

○印   

住 所 
〒 
 
電話   （  ） 

法 人 番 号 又 は 

個 人 番 号 
 

（ フ リ ガ ナ ） 

法 人 課 税 信託 の 名 称 

 

 

法人課税信託の信託期間      年  月  日から      年  月  日まで 

法人課税信託の事業年度         月  日から         月  日まで 

（ フ リ ガ ナ ） 

１ 引継ぎをした者 

２ 引継ぎを受けた者 

３ 変更前の主宰受託者 

４ 変更後の主宰受託者 

 

 

就 任 、 引 継 ぎ 又 は 変 更 の 日       年   月   日 

就 任 、 任 務 の 終 了 又 は 変 更 の 理 由  

の名称又は氏名 



別
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「
代

表
者
 

 
 

 
 

 
」
 

「
氏

 
 

名
 

個
人

番
号

」
 

 

「
あ

て
先

」
を
「

宛
先

」
に
、
 

「
代

表
者
 

 
法

人
番

号
」
 

「
氏

 
 

名
 

 
 

 
 

 
」
 



別記様式第二十九号の二 

事 業 変 更 報 告 書                      

 ※納税番号  

 変 更 前 変 更 後 

事
務
所
又
は
事
業
所 

所 在 地 

電話番号 電話番号 

名 称 （ 屋 号 ）   

事 業 の 種 類   

事

業

主 

住 所 

電話番号 電話番号 

フ リ ガ ナ 

氏 名 
  

個 人 番 号   

確 定 申 告 書 の 提 出 先 税務署 税務署 

変 更 年 月 日 年  月  日 備 考  

 埼玉県税条例第３１条の１１第２項の規定により上記のとおり報告します。 

       年  月  日 

フリガナ                  

氏  名               ◯印  

個人番号                  

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

 注意 ※印の欄は、記入しないでください。 



 

別
記
様
式
第
三
十
号
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
三
十
一
号
（
一
）
か
ら
別
記
様
式
第
三
十
一
号
の
二
（
一
）
ま
で
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。 

 
 

「
 住

所
又

は
主

た
る

 
事

務
所

等
所

在
地

 
 

氏
あ

あ
名

 
（

屋
号

）
 

 

 

 

 

」
 

「
 
住

所
又

は
主

た
る

 
事

務
所

等
所

在
地

 
 

個
人

番
号
 

氏
あ

あ
名

 
（

屋
号

）
 

  

 

  
 」

 



別記様式第三十一号（一） 

 
受付
印 

 ※整理番号  

 不動産取得税の課税標準の特例を受けたい旨の申告書（建築住宅用） 

     年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

申

告

者 

住所又は所在地 
（フリガナ） 

 

氏名又は名称 
（代表者氏名） 

（フリガナ） 

◯印  
（電話             ） 

個 人 番 号 
又は法人番号 

 

 下記の住宅の取得について、地方税法第７３条の１４第１項の規定の適用を受けたいので申告します。 

住宅の種類 専用
住宅・併用

住宅・共同
住宅 取得年月日 ・  ・ 前

所

有

者 

住所又は
所 在 地 

 

取 得 事 由 
新築・増築・改築
・売買 

登記の有無
及び年月日 

有（ ・ ・ ）・無 
氏名又は
名 称 

 

住
宅
の
明
細 

住 宅 の 所 在 地 家屋番号 構 造 床 面 積 

    ㎡  

     

〇 上記の住宅が、以前に建築（新築未使用住宅の購入を
含む。以下同じ。）した住宅と一構となるべき住宅とし
て新築された住宅である場合又はその住宅に増築された
住宅である場合には、最初の住宅の建築に係る住宅の取
得について、右の欄に記入してください。 

最初に取得した
住宅の所在地  

 

取  得
年 月 日 ・    ・ 床 面 積 

㎡ 
 

取得事由  申告書提
出の有無 有 ・ 無 



別記様式第三十一号（二） 

 

  

 
受付
印 

 

 不動産取得税の課税標準の特例を受けたい旨の申告書（耐震基準適合既存住宅用） 

年   月   日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

申

告

者 

住 所 

（フリガナ） 

 

氏 名 

（フリガナ） 

◯印  

（電話             ） 

個 人 番 号  

 下記の住宅の取得について、地方税法第７３条の１４第３項の規定の適用を受けたいので申告します。 

住 
 
 
 
 
 
 
 

宅 

取得年月日 ・ ・ 取 得 原 因 
売買・その他 

（  ） 
登記の有無
及び年月日 

有（  ・  ・  ） ・無 建築年月日 ・ ・ 

住 宅 の 所 在 地 家 屋 番 号 構 造 床     面     積 

   

㎡ 

 

     



別記様式第三十一号の二（一） 

 

 

 

 

    ※整理番号  

                不 動 産 取 得 申 告 書                     

     ①

取

得

者 

住 所 又 は 所 在 地 
（ ア パ ー ト 等 ） 

（フリガナ） 

     年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

 

氏 名 又 は 名 称 
（ 代 表 者 氏 名 ） 

（フリガナ） 

○印   

（電話    （   ）         ）   

個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号 

 

② 不 動 産 の 種 類 土 地 ・ 家 屋 ③ 取 得 価 格 円 ⑦
前
所
有
者 

住 所 又 は 
所 在 地 

 

④ 取 得 事 由 
新 築 ・ 増 築 ・ 改 築 
売 買 ・ 贈 与 

⑤ 取 得 年 月 日 
（登記年月日） 

   ・   ・     
（   ・   ・   ） 

氏 名 又 は 
名 称 

 

 

産
の
明
細 

 
 

⑥
取
得
し
た
不
動 

土 地 の 所 在 
家 屋 の 所 在 地 

地 番 
家 屋 番 号 

地 目 
種 類 

現 況 
構 造 用 途 地 積 

床 面 積 ※固定資産課税台帳価格 

        

        

        

        

（摘要） 

（注）１ この申告書は、不動産を取得した日から３０日以内に市町村長を経由して提出してください。 

   ２ 「申告書の書き方」をよくお読みの上記載してください。 

   ３ 次のいずれかに該当する場合は、これを証する書面を添えてください。 

    （１） 地方税法第７３条の４から第７３条の７までの規定及び同法附則第１０条の規定に該当する場合 

    （２） 地方税法第７３条の１４の規定及び同法附則第１１条の規定に該当する場合 

    （３） 地方税法附則第５１条の規定に該当する場合 

   ４ 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第２条第３項の専有部分の取得又は同条第４項の共

用部分のみの建築があつた場合においては、併せて「区分所有等に係る家屋の明細書」を提出してください。 

   ５ 裏面の方眼紙に建築した家屋の平面図（間取）を書き入れてください。（別に平面図を添付する場合は、記載を省

略しても差し支えありません。） 

   ６ ※印の欄は、記入しないでください。 

   ７ 申告書中の番号は、「申告書の書き方」の番号を示します。 

 家屋を建築（新築、増築、改築）により取得した場合には、その

家屋の所在地の案内図を次の欄に書いてください。 

 

 

市町村 
役場受 
付印 

県税事
務所受 
付印 



 

別
記
様
式
第
三
十
二
号
及
び
別
記
様
式
第
三
十
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



別記様式第三十二号 

 





土 地

   
家 屋

 不 動 産 価 格 決 定 通 知 書 

第  号  

年  月  日  

    市町村長 様 

埼玉県   県税事務所長 □印   

  下記のとおり不動産の価格を決定したので、地方税法第７３条の２１第３項の規定により通知します。 

整 理

番 号 

取得者の 

住所又は所在地 

氏名又は名称 

個 人 番 号 

又は法人番号 

不 動 産 

取得事由 取得年月日 決定価格 備考 所   在 
所 在 地 

地    番 
家 屋 番 号 

地   目 
種類・構造 

地    積 
床 面 積 

      ㎡   ・  ・ 円  

         ・  ・   

         ・  ・   

         ・  ・   

         ・  ・   

         ・  ・   

         ・  ・   

         ・  ・   

         ・  ・   

         ・  ・   



別記様式第三十三号 
 ※整理番号  

不 動 産 取 得 通 知 書                      

不動産の種類 土 地 ・ 家 屋 

取 得 者 

住所又は所在地  

取 得 事 由  氏 名 又 は 名 称  

 個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号 

 

取 得 年 月 日 
（登記年月日） 

・ ・ 
（ ・ ・ ） 前 所 有 者 

住所又は所在地  

取 得 価 格 円 氏 名 又 は 名 称  

不

動

産 

土 地 の 所 在 
家屋の所在地 

地 番 
家 屋 番 号 

地 目 
種 類 

現 況 
構 造 用 途 地 積 

床 面 積 
固定資産課税
台 帳 価 格 参 考 事 項 

     ㎡  円  
         
         
         

   ◎ 課税標準の特例及び免税点の適用に関する参考事項 備

考 
 

 地方税法第７３条の１４第５項から第１４項まで又は
附則第１１条の規定により課税標準から控除がある場
合 

該当する規定 控除額算定の 
基礎となる額 

  

第 項 
  

取得した家屋を共同住宅、寄宿舎等に使用する場合 構 成 戸 数 戸  
土地（家屋）を取得した後１年以内にその土地（家屋）
に隣接する（一構えとなる）土地（家屋）を取得した
場合 

 

前の土地（家屋）
の取得年月日 ・  ・ 

 

  
 上記のとおり通知します。 

       年  月  日 

 （宛先）                                              市 町 村 長       □印  

 埼玉県   県税事務所長                              

 注意１ 固定資産課税台帳登録後に増築、改築、損壊等があつた場合には、参考事項欄にその旨付記すること。 
   ２ 構成戸数は、居住の用に供するために独立的に区画された１の部分を１戸とすること。 
   ３ ※印の欄は、記入しないでください。 



 

別
記
様
式
第
三
十
三
号
の
三
（
一
）
か
ら
別
記
様
式
第
三
十
四
号
の
二
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改

め
る
。 



別記様式第三十三号の三（一） 

 受付
印 

 ※整理番号  

             不動産取得税の減額の適用を受けたい旨の申告書（新築住宅用土地用） 

       年   月   日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

申

告

者 

住所又は所在地 
（フリガナ） 
 

氏 名 又 は 名 称 

（フリガナ） 

○印  
電話    （    ）       

個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号 

 

 下記の土地の取得について、埼玉県税条例第３２条の８第１項の適用を受けたいので申告します。 

減
額
を
受
け
よ
う
と
す
る
土
地 

取 得 年 月 日 ・  ・ 取 得 事 由 
 売買 贈与 交換 代物弁済 
 その他（         ） 

登 記 の 有 無 
及 び 年 月 日 

有（   ・   ・   ）・ 無 

土 地 の 所 在 地 番 地 目 現 況 地 積  

    ㎡   

       

       

前 所 有 者 
住 所 又 は 所 在 地  

氏 名 又 は 名 称  

減額を受けようとする事由（該当の頭数字を〇で囲んでください｡) 

 １ 土地を取得した日から２年以内（平成１１年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に取得した土地に

ついては、３年以内（平成１６年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に取得した場合で地方税法施行

令で定める一定の場合は、４年以内））にその土地の上に特例適用住宅が新築された（その土地の取得をした

者がその土地を特例適用住宅の新築の時まで引き続き所有している場合又は特例適用住宅の新築がその土地の

取得をした者から直接その土地を取得した者により行われる場合に限る。）。 

 ２ 土地を取得した者が、土地を取得した日前１年の期間内にその土地の上に特例適用住宅を新築していた。 

 ３ 新築された特例適用住宅でまだ人の居住の用に供されたことのないもの及びその住宅に係る土地を特例適用

住宅が新築された日から１年以内に取得した。 

〇 新築された、新築していた又は譲り受けた

特例適用住宅 

 

種 類 床面積 
新築され
た（購入し
た）年月日 

 

一戸建住宅 
共 同 住 宅 

㎡  
・  ・ 

 

 



別記様式第三十三号の三（二） 
 

   

  
 

     不動産取得税の減額の適用を受けたい旨の申告書（耐震基準適合既存住宅等用土地用） 

      年   月   日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

申

告

者 

住 所 
（フリガナ） 

 

氏 名 
（フリガナ） 

◯印  
電話    （    ）       

個 人 番 号  

 下記の土地の取得について、埼玉県税条例第３２条の８第３項の適用を受けたいので申告します。 

減
額
を
受
け
よ
う
と
す
る
土
地 

取 得 年 月 日 ・  ・ 取 得 事 由   売買 贈与 交換 代物弁済 
 その他（         ） 

登記の有無 
及び年月日 有（ ・ ・ ）・ 無 

土 地 の 所 在 地 番 地 目 現 況 地 積 

    ㎡  

      

      

      

      

減額を受けようとする事由（該当の頭数字を〇で囲んでください。） 

 １ 土地を取得した者が、土地を取得した日から１年以内にその土地の上にあ

る耐震基準適合既存住宅等を取得した（取得する予定である。）。 

 ２ 土地を取得した者が、土地を取得した日前１年の期間内にその土地の上に

ある耐震基準適合既存住宅等を取得していた。 

 

〇 取得した（取得する予定の）又は取得していた耐震基準適
合既存住宅 

 種 類 床 面 積 取得年月日  

 
一 戸 建 住 宅 

その他（   ） 
㎡  ・  ・  

 

 受付
印 



別記様式第三十四号 

 

   ※整理番号  
 受付印  
           不 動 産 取 得 税 減 額 申 告 書                     

       年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

（

取

得

者

） 

納

税

義

務

者 

住所又は所在地  

氏 名 又 は 名 称 

及び代表者氏名 

○印   

（電話    （   ）      ）  

個 人 番 号 

又 は 法 人 番 号 
 

減額を受けようとする 

不 動 産 取 得 税 

年 度 納 税 番 号 税 額 
減 額 を 受 け よ う と 

す る 税 額 
納 税 の 済 否 

  
円 円 納税している 

納税していない 

 減額を受けようとする事由等（該当の数字を○印で囲み、所要事項を記入してください。） 

 

１ 耐震基準不適合既存住宅を取得した日から６月以内に耐震改修を行い、耐震基準に適合することについて証明を受け、かつ、自己の居住の用に

供した。 

 住 宅 の 種 類 床 面 積 新 築 年 月 日 取 得 年 月 日 
耐 震 改 修 

完 了 年 月 日 
居 住 開 始 年 月 日  

 
一 戸 建 住 宅 

その他（    ） 

㎡  
・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・  



２ 取得した不動産は、その取得の日から１年以内に公共事業の用に供するため収用され、譲渡し、若しくは移転補償金を受けた不動産又は地方公

共団体、土地開発公社若しくは独立行政法人都市再生機構に公共事業の用に供されることが確実と認められる不動産として譲渡し、若しくは移転

補償金を受けた不動産に代わるものとなつた。 

 ○収用され、譲渡し、又は移転補償金を受けた不動産 
 
 土 地 の 所 在 

家 屋 の 所 在 地 

地 番 

家 屋 番 号 

地 目 

種 類 ・ 構 造 
用 途 

地 積 

床 面 積 
固 定 資 産 課 税 台 帳 価 格  

     ㎡  円  

 
収用・譲渡・移転補償の別 

収用され、譲渡し、又は移転補償金

に 係 る 契 約 を し た 年 月 日 
公 共 事 業 の 種 類 公 共 事 業 の 起 業 者 

 

 収 用 ・ 譲 渡 ・ 移 転 補 償 ・   ・    

３ 心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が、障害者の雇用の促進等に関する法律第４９条第１項第６号の助成金又は地方税法施行規則附則第

３条の２の１８の助成金の支給を受けて取得した当該事業所の事業の用に供する施設をその取得した日から引き続き３年以上当該事業所の事業の

用に供した。 

 施 設 の 所 在 地 施 設 の 種 類 床 面 積 取 得 年 月 日 助 成 金 の 額  

   ㎡  ・  ・ 円  

４ 宅地建物取引業者が、改修工事対象住宅を取得した日から２年以内に、改修工事により住宅性能向上改修住宅とした上で、個人に対し譲渡し、

当該個人が居住の用に供した。 

 
宅地建物取引業者
の 免 許 証 番 号 

住 宅 の 種 類 新 築 年 月 日 取 得 年 月 日 改修工事完了年月日 譲 渡 年 月 日 居住開始年月日  

  
一 戸 建 住 宅 

その他（  ） 
・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・  

        
注意１ この申告書は、埼玉県税条例第３２条の１１の２第１項若しくは第３２条の１１の３第１項又は地方税法附則第１１条の４第１項若しくは第４

項の規定により不動産取得税の減額を受けられることとなつた場合に、直ちに提出してください。 

  ２ この申告書には、不動産取得税の減額を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 

  ３ ※印の欄は、記入しないでください。



別記様式第三十四号の二 

 

 

   ※整理番号  
 受付印  
   

不 動 産 取 得 税 納 税 義 務 免 除 申 告 書                     

       年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

納

税

義

務

者 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

氏名又は名称 

及び代表者氏名 

◯印  

（電話    （   ）      ）   

個 人 番 号 

又は法人番号 
 

納税義務の免除を受けようとする

不動産取得税 

年 度 納 税 番 号 税 額 納 税 の 済 否 

  
円 

納税している・納税していない 

 納税義務の免除を受けようとする事由等（該当の数字を○印で囲み、所要事項を記入してください。） 
 
１ 譲渡担保権者が、譲渡担保財産として取得した不動産を債権の消滅により譲渡担保財産の設定の日から２年以内に譲渡担保財産の設定者に移転
した。 

 設定者へ移転した年月日 譲渡担保財産の設定者の住所及び氏名（所在地、名称及び代表者氏名）  

 ・   ・   

 
２ その他の事由（該当の数字を○印で囲んでください。） 

（１）次のア又はイに該当する。 

ア 再開発会社が第二種市街地再開発事業の施行に伴い建築施設の部分を取得した場合において、建築工事の完了の公告があつた日の翌日に

譲受け予定者が当該建築施設の部分を取得した。 



注意１ この申告書は、埼玉県税条例第３２条の１１の４第１項、第３２条の１１の５第１項、第３２条の１１の６第１項又は第３２条の１１の７第１

項の規定により既に課税を受けている不動産取得税の納税義務の免除を受けられることとなつた場合に、直ちに提出してください。 

２ この申告書には、不動産取得税の納税義務の免除を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 

３ ※印の欄は、記入しないでください。 

  

イ 再開発会社が第二種市街地再開発事業の施行に伴い公共施設の用に供する不動産を取得した場合において、公共施設の整備に関する工事

の完了の公告の日の翌日に国又は地方公共団体が当該不動産を取得した。 

（２）農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機構が農地売買等事業の実施により地方税法施行令で定める区域内の農地、採草放牧地又は開発

して農地とすることが適当な土地を取得した場合において、これらの土地をその取得の日から５年以内（これらの土地の取得の日から５年以

内にこれらの土地について土地改良法による土地改良事業が開始された場合において、当該事業の完了の日として地方税法施行令で定める日

後１年を経過する日がこれらの土地の取得の日から５年を経過する日後に到来することとなつたときは、当該１年を経過する日までの間）に

当該事業の実施により売り渡し、若しくは交換し、又は農業経営基盤強化促進法第７条第３号に掲げる事業の実施により現物出資した。 

（３）土地改良区が換地計画において定められた換地を取得した場合において、当該換地をその取得の日から２年以内に譲渡した。 



 

別
記
様
式
第
三
十
六
号
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び
別
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三
十
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に
改
め
る
。



別記様式第三十六号 

   ※整理番号  
   
 

 

   不 動 産 取 得 税 減 額 予 定 の 申 告 書                     

       年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

取

得

者 

住所又は所在地  

氏 名 又 は 名 称 
及び代表者氏名 

 
（電話   （   ）      ） 

個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号 

 

不動産取得税の徴収猶予
を受けようとする不動産 

土 地 の 所 在 
家 屋 の 所 在 地 

地 番 
家 屋 番 号 

地 目 
種 類 ・ 構 造 

地 積 
床 面 積 

取 得 し た 年 月 日 

   ㎡  ・  ・ 

 徴収猶予を受けようとする事由等（該当の数字を○印で囲み、所要事項を記入してください。） 
１ 土地を取得した日から２年以内（平成１１年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に取得した土地については、３年以内（平成１６年４
月１日から平成２８年３月３１日までの間に取得した土地で地方税法施行令で定める場合においては、４年以内））にその土地の上に特例適用住
宅が新築される予定である（その土地の取得をした者がその土地を住宅の新築の時まで引き続き所有している場合又は住宅の新築がその土地の取
得をした者から直接その土地を取得した者により行われる場合に限る。）。 

 

新築される予定の住宅 

住 宅 の 種 類 床 面 積 着 工 予 定 年 月 日 完 成 予 定 年 月 日  

 
一 戸 建 住 宅 
その他（     ） 

㎡ 
 ・  ・ ・  ・  

２ 土地を取得した日から１年以内にその土地の上にある耐震基準適合既存住宅等を取得する予定である。 

 取得する予定の
耐震基準適合 
既 存 住 宅 等 

住 宅 の 種 類 床 面 積 新 築 年 月 日 現在の所有者の住所及び氏名 取 得 予 定 年 月 日  

 
一 戸 建 住 宅 
その他（    ） 

㎡ 
 ・  ・  ・  ・  

３ 耐震基準不適合既存住宅を取得し、その取得の日から６月以内に耐震改修を行い、耐震基準に適合することについて証明を受け、かつ、自己の
居住の用に供する予定である。 

 住 宅 の 種 類 新 築 年 月 日 耐 震 改 修 完 了 予 定 年 月 日 居 住 開 始 予 定 年 月 日  

受付印 



 一 戸 建 住 宅 
そ の 他 （      ） 

・   ・ ・   ・ ・   ・ 
 

４ 取得した不動産は、その取得の日から１年以内に公共事業の用に供するため収用され、譲渡し、若しくは移転補償金を受ける予定の不動産又は
地方公共団体、土地開発公社若しくは独立行政法人都市再生機構に公共事業の用に供されることが確実と認められる不動産として譲渡し、若しく
は移転補償金を受ける予定の不動産に代わるものとなる予定である。 

 ○収用され、譲渡し、又は移転補償金を受ける予定の不動産 

 
土 地 の 所 在 
家 屋 の 所 在 地 

地 番 
家 屋 番 号 

地 目 
種 類 ・ 構 造 

用 途 
地 積 
床 面 積 

固 定 資 産 課 税 台 帳 価 格  

     
㎡ 

 
円 

 

 収用・譲渡・移転補償の別 
収用され、譲渡し、又は移転補償金
に係る契約をする予定の年月日 

公 共 事 業 の 種 類 公 共 事 業 の 起 業 者  

 収 用 ・ 譲 渡 ・ 移 転 補 償 ・   ・    

５ 心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が、障害者の雇用の促進等に関する法律第４９条第１項第６号の助成金又は地方税法施行規則附則第
３条の２の１８の助成金の支給を受けて取得した当該事業所の事業の用に供する施設をその取得した日から引き続き３年以上当該事業所の事業の
用に供する予定である。 

 施 設 の 所 在 地 施 設 の 種 類 床 面 積 取 得 年 月 日 助 成 金 の 額  

   
㎡ 

 ・  ・ 
円 

 

６ 宅地建物取引業者が、改修工事対象住宅を取得した日から２年以内に、改修工事により住宅性能向上改修住宅とした上で、個人に対し譲渡し、
当該個人が居住の用に供する予定である。 

 
宅地建物取引業者
の 免 許 証 番 号 

住 宅 の 種 類 新 築 年 月 日 改修工事完了予定年月日 譲 渡 予 定 年 月 日 居住開始予定年月日  

  
一 戸 建 住 宅 
そ の 他 （   ） 

・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・  

         
注意１ この申告書は、埼玉県税条例第３２条の９第１項、第３２条の１１の２第２項若しくは第３２条の１１の３第２項又は地方税法附則第１１条の

４第２項若しくは第５項の規定により不動産取得税の徴収猶予を受けようとする場合に、不動産取得申告書と併せて提出してください。 
２ この申告書には、不動産取得税の徴収猶予を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 
３ ※印の欄は、記入しないでください。 



別記様式第三十六号の二 

 

   ※整理番号  
 受付印  
   

不動産取得税納税義務の免除予定の申告書 

       年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

取 
 

得 
 

者 

住所又は所在地  

氏 名 又 は 名 称 

及び代表者氏名 

 

（電話   （   ）      ） 

個 人 番 号 

又 は 法 人 番 号 
 

不動産取得税の納税義務の 

免除を受けようとする不動産 

土 地 の 所 在 

家 屋 の 所 在 地 

地 番 

家 屋 番 号 

地 目 

種 類 ・ 構 造 

地 積 

床 面 積 
取 得 し た 年 月 日 

   
㎡ 

 ・  ・ 

 徴収猶予を受けようとする事由等（該当の数字を○印で囲み、所要事項を記入してください。） 

 

１ 取得した不動産は、譲渡担保権者が譲渡担保財産として取得したもので、譲渡担保財産の設定の日から２年以内にその設定者に移転する予定で

ある。 

 設定者へ移転予定の年月日 ・    ・  

２ その他の事由（該当の数字を○印で囲んでください。） 

（１） 次のア又はイに該当する。 

ア 再開発会社が第二種市街地再開発事業の施行に伴い建築施設の部分を取得した場合において、建築工事の完了の公告があつた日の翌

日に譲受け予定者が当該建築施設の部分を取得する予定である。 

イ 再開発会社が第二種市街地再開発事業の施行に伴い公共施設の用に供する不動産を取得した場合において、公共施設の整備に関する

  



 

注意１ この申告書は、埼玉県税条例第３２条の１１の４第２項、第３２条の１１の５第２項、第３２条の１１の６第２項又は第３２条の１１の７第２

項の規定により不動産取得税の徴収猶予を受けようとする場合に、不動産取得申告書と併せて提出してください。 

２ この申告書には、不動産取得税の徴収猶予を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 

３ ※印の欄は、記入しないでください。 

  

工事の完了の公告の日の翌日に国又は地方公共団体が当該不動産を取得する予定である。 

（２） 農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機構が農地売買等事業の実施により地方税法施行令で定める区域内の農地、採草放牧地又は開発

して農地とすることが適当な土地を取得した場合において、これらの土地をその取得の日から５年以内（これらの土地の取得の日から５年以

内にこれらの土地について土地改良法による土地改良事業が開始された場合において、当該事業の完了の日として地方税法施行令で定める日

後１年を経過する日がこれらの土地の取得の日から５年を経過する日後に到来することとなつたときは、当該１年を経過する日までの間）に

当該事業の実施により売り渡し、若しくは交換し、又は農業経営基盤強化促進法第７条第３号に掲げる事業の実施により現物出資する予定で

ある。 

（３） 土地改良区が換地計画において定められた換地を取得した場合において、当該換地をその取得の日から２年以内に譲渡する予定である。 



 

別
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様
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別記様式第三十七号の三 

 
受付印 

 ※整理番号  

          不 動 産 取 得 税 還 付 申 請 書                     

       年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

取 
 

得 
 

者 

住所又は所在地  

氏 名 又 は 名 称 

及び代表者氏名 

（フリガナ） 

○印   

（電話    （   ）       ） 

個 人 番 号 

又 は 法 人 番 号 
 

年 度  納 税 番 号  還付金の 

振 込 先 支店 

当座 

普通 

№ 

区 分 納付額 還付を受けようとする額 納付年月日 

税 額 円 円 ・   ・ ※ 
還付の申請があつた日から 
起算して１０日を経過した日 

・   ・ 

延 滞 金    摘        要 

合 計     

 還付を受けようとする事由（該当の数字を○印で囲んでください。） 

１ 家屋の取得について主体構造部の取得者以外の者が取り付けた附帯設備に属する部分をも併せて取得したものとみなされて課税を受けたことに

よる減額 

２ 土地を取得した日から２年以内（平成１１年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に取得した土地については、３年以内（平成１６年４

月１日から平成２８年３月３１日までの間に取得した場合で地方税法施行令で定める一定の場合は、４年以内））にその土地の上に特例適用住宅

が新築されたことによる減額（その土地の取得をした者がその土地を住宅の新築の時まで引き続き所有している場合又は住宅の新築がその土地の

取得をした者から直接その土地を取得した者により行われる場合に限る。） 

３ 土地を取得した日から１年以内にその土地の上にある耐震基準適合既存住宅等を取得したことによる減額 

４ 耐震基準不適合既存住宅を取得した日から６月以内に耐震改修を行い、耐震基準に適合することについて証明を受け、かつ、自己の居住の用に

供したことによる減額 



５ 取得した不動産が、その取得の日から１年以内に公共事業の用に供するため収用され、譲渡し、若しくは移転補償金を受けた不動産又は地方公

共団体、土地開発公社若しくは独立行政法人都市再生機構に公共事業の用に供されることが確実と認められる不動産として譲渡し、若しくは移転

補償金を受けた不動産に代わるものとなつたことによる減額 

６ 譲渡担保財産として取得した不動産を債権の消滅により譲渡担保財産の設定の日から２年以内に譲渡担保財産の設定者に移転したことによる納

税義務の免除 

７ その他の事由による減額・免除（下線部分に該当する規定を記入してください。） 

 （１） 県税条例第３２条     第   項に該当 

 （２） 地方税法附則第１１条の４第２項又は第５項に該当 

 （３） 地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成２４年法律第１７号）第１条の規定による改正前の地方税法附

則第１１条の４第４項に該当 

 （４） その他（                    ） 
 

注意１ この申請書は、埼玉県税条例第３２条第７項、第３２条の１１第１項、第３２条の１１の２第３項、第３２条の１１の３第５項、第３２条の１

１の４第３項、第３２条の１１の５第３項、第３２条の１１の６第３項若しくは第３２条の１１の７第３項、地方税法附則第１１条の４第２項若

しくは第５項又は地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成２４年法律第１７号）第１条の規定による改正前の地

方税法附則第１１条の４第４項の規定により、既に納付している不動産取得税の還付を受けられることとなつたときに提出してください。 

２ ※印の欄は、記入しないでください。 

  



別記様式第三十八号 

ゴルフ場利用税に係る登録事項変更届 

注意 ※印の欄には、記入しないでください。 

 

   納 税 番 号  

 

 

 

年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県   税事務所長 

義

務

者 

特

別

徴

収 

氏 名 

（名称及び
代表者名） 

○印 

住 所 
（所在地） 

 

個 人 番 号 
（法人番号） 

 

経

営

施

設 

屋 号 ・ 名 称  

所 在 地  

事 業 の 種 類  

電 話 番 号 （   ） 

 下記のとおり変更したので届け出ます。 

変 更 事 項 変  更  前 変    更    後 

特
別
徴
収
義
務
者 

（ フ リ ガ ナ ） 

氏名（法人名） 
  

※組織コード 

   

（ フ リ ガ ナ ） 

法 人 代 表 者 名 
  

住 所 

（ 所 在 地 ） 
 

※住所コード            

 

電 話 番 号 （   ） （   ）      

個 人 番 号   

経 

営 

施 

設 

（ フ リ ガ ナ ） 

屋 号 ・ 名 称 
  

※屋号コード 

   

所 在 地  
※住所コード            

 

電 話 番 号 （   ） （   ）      

所 有 者   

そ の 他   

変 更 年 月 日        年  月  日 

受付印 



 

別
記
様
式
第
四
十
四
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



別記様式第四十四号 

 
受 付 印 

 

※
処
理
事
項 

一覧表 入力確認 精査検算   

   

  

※調定事由 納税番号 

  

 
義

務

者 

特

別

徴

収 

住 所 

（ 所 在 地 ） 
 

 

 

年  月  日  

氏 名 

（法人名及び
代表者氏名） ◯印  

個 人 番 号 

( 法 人 番 号 ) 
 

 （宛先） 

 

 埼玉県   税事務所長 

 

ゴ

ル

フ

場 

所 在 地  

フ リ ガ ナ  

名 称  

電 話 番 号 自 宅    （  ） 経営施設    （  ） 

       

   年   月分ゴルフ場利用税納入申告書 

       

区 分 
課税標準の総数① 

（利用人員） 
税 率 ② 税   額  ① × ② 

通 常 の 利 用 (Ａ)    

特
定
利
用
の
適
用
分 

     

     

     

     

     

小計 (Ｂ)    

軽減税率の適用を受ける競技会

に出場する選手の利用 
(Ｃ)    

計 

(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) 
   

非課税規定に該当した者の内訳 

１８歳未満の者 ７０歳以上の者 障 害 者 国民体育大会 教 育 活 動 

人 人 人 人 

学生、生徒、児童 
 

人 

引率の教員 
 

人 

注意１ 記載事項を変更したときは、必ず訂正印を押してください。 

  ２ 毎月１５日までに必ず申告してください。１５日を過ぎますと不申告加算金がかかります。 

  ３ ※印の欄は、記入しないでください。 

  



 
 

別
記
様
式
第
四
十
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



 

別記様式第四十五号 

 （表面） 

 

 注意１ 裏面には、施設の所在図及び見取図を書いてください。 
   ２ ※印の欄には、記入しないでください。 

  ゴルフ場利用税特別徴収義務者登録申請書                       ※納税番号  

 

 

 

 下記のとおり登録を申請し

ます。 

  年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   税事務所長 

特

別

徴

収

義

務

者 

フ リ ガ ナ  ※組織コード 
経

営

施

設 

フ リ ガ ナ  
氏 名 
(法 人 名) 

◯印      名 称  

フ リ ガ ナ  ※住所コード             
法 人 
代 表 者 名 

◯印   所 在 地  

※住所コード             電 話 番 号 （   ）          
住 所 
(所 在 地) 

 
組 合 名  定休日  

電 話 番 号 （   ）            
個 人 番 号 
(法人番号 ) 

  

経 営 開 始 年 月 日 ・  ・ ※送付先  ※定休日  ※連納者  ※業種  ※店舗  ※会員  ※早朝  

区分       年月日 ・  ・ ※ ・ ・ 区分      年月日 ・  ・ ※ ・ ・ 料

金

区

分 
 

ホ ー ル 数 ホール ※  ホール 
利

用

料

金

等 

そ

の

他

の

経

費 

キャディフィ  ※ 
ホ ー ル の 平 均 距 離 ｍ ※    ｍ ロッカーフィ  ※ 

利 
 

用 
 

料 
 

金 
 

等 

グ
リ
ー
ン
フ
ィ 

会 員  ※ カートフィ  ※ 

非 

会 

員 

平 日  ※   ※ 
低料金日  ※   ※ 

休日利用  ※   ※ の

所

有

者 

経

営

場

所 

氏 名 
(名称及び代表者名) 

 
土 曜  ※   ※ 
日 祭 日  ※   ※ 住 所 

（所  在  地） 
 

等
級
格
付
に
係
る
諸
経
費 

厚 生 費  ※   ※ 

光 熱 水 費  ※ 

面 
 
 

積 

総 面 積 ㎡ ※ ㎡ 電 話 番 号 （   ） 

道 路 関 係 費  ※ 
内 

 

訳 

市町村分 ㎡ ※ ㎡ そ
の
他
参
考
事
項 

 

コース維持費  ※ 市町村分 ㎡ ※ ㎡ 

ゴルファー保険  ※ 市町村分 ㎡ ※ ㎡ 

  ※ 市町村分 ㎡ ※ ㎡ 

計  ※ 市町村分 ㎡ ※ ㎡ 

※
決
裁 

所 長 副所長 担当部長 担当課長 担 当 ※
処
理 

入 力 一覧表 ※
登
録 

登 録 年 月 日 登 録 番 号 登  録  証  票 

       ・  ・ 第 号 
交付年月日  ・  ・ 
返納年月日  ・  ・ 

受 付 印 



 

 （裏面） 

施設の所在図 
※
又
は
被
承
継
者

共

同

経

営

者 

氏 名 

（名称及び代表者） ＴＥＬ  （   ）      

住 所 

（所  在  地） 

 

※

調

査

の

結

果

・

所

見

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の見取図  

 

 

 
調査年月日 ・  ・ 調査者氏名印 ◯印 

※

特

記

事

項

 
 
 
 
 
 
 

 

年 月 日 内              容 

  

  

  

  

  

  



 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
別
記
様
式
第
四
十
六
号
の
二
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

  
 

 
 

 

  

別
記
様
式
第
五
十
八
号
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

別
記
様
式
第
六
十
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

       
 

   
 
氏
名
 
法
人
に
あ
つ
て
は

そ
の

名
称

及
び

代
表

者
氏

名
 
  

「
住

 
所

 

氏
 

名
（

名
称
及

び
そ

の
代

表
者

氏
名

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
」
 

「
あ

て
先

」
 

「
宛

先
」

 

「
 

税
事

務
所
長

」
 

「
あ

て
先

」
 
「

宛
先

」
 

「
県

税
事

務
所
長

」
 

」
 

 
氏
名
 
法
人
に
あ
つ
て
は
、

そ
の

名
称

及
び

代
表

者
氏

名
  

 

個
人
番
号
（
法
人
番
号
）

 
 
  

「
あ

て
先

」
 

「
宛

先
」

 

地
）

 

及
び

そ
の

代
表
者

氏
名

）
 

人
番

号
）

 
 

 
 

 
 

」
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「
 

」
 「

 

「
特

別
徴

収
義
務

者
 

 
 

住
所

又
は
所

在
地

 

 
 

氏
 

 
 

 
 

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

㊞
 

 
 

 
 
(
法

人
に
あ

つ
て

は
、

そ
の

名
称

及
び

代
表

者
氏

名
あ
)

 
 

「
特

 

 
 

 
 

 
 

別
徴

収
義

務
者

 

住
所

（
所

在
地
）

 

氏
名

（
名

称
及
び

代
表

者
氏

名
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
㊞

 
 

 

個
人

番
号

（
法
人

番
号

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
 

「
県

税
事

務
所
長

」
 

 

別
記
様
式
第
四
十
六
号
の
三
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 

 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
を 

 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

「
 

税
事

務
所
長

」
 

「
住

 
所

（
所
在

 

氏
 

名
（

名
称

 

 
個

人
番

号
（
法

 

(
 

(
 

(
 

(
 



 

別記様式第六十二号 

 

   

 

 

  

年  月  日  

（宛先） 

埼玉県自動車税事務所長 

納 

税 

者 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

氏名又は名称 

及び代表者氏名 
◯印  

個 人 番 号 

又は法人番号 
 

鉱 区 税 申 告 書 

鉱 区 及 び 

鉱 業 権 

登 録 番 号    県試
採掘権登録第    号  

登録年月日 年   月   日  

鉱物の種類  

面 積 埼玉
県分 

アール 他県分 

（  県） 

アール 

存 続 期 間 年   月   日まで  

所 在 地  

県内の主たる事務所若しく

は事業所又は県内において

納税の便宜を有する場所 

所 在 地  

名 称  

納税義務の発生・消滅又は

異動 

年 月 日 発生・消滅・異動  年  月  日 

事 由  

摘 要   

受付印 



 

 

別
記
様
式
第
六
十
四
号
の
六
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



 

別記様式第六十四号の六 

 ※整理番号  

自動車取得税納税義務（納付義務）免除申告（申請）書兼還付申請書 

      年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県自動車税事務所長 

義

務

者 

納

税 

住 所 又 は 
所 在 地 

 

氏名又は名称 ◯印  

個 人 番 号 
又は法人番号 

 

納税（納付）義務の
免除を受けようとす
る自動車取得税 

年 度 登 録 番 号 又 は 車 両 番 号 車 名 
形状又は特
種用途区分 

型 式 税 額 納 税 の 済 否 

     
円 納税した 

納税していない 

還付を受けようとす

る額 

徴 収 番 号 区 分 納 付 額 
還付を受けよう
とする額 

納 付 年 月 日 
※還付の申請があつ
た日から起算して
１０日を経過した
日 

 税 額 
円 円 

・   ・ 

 延 滞 金   ・   ・ 

・   ・ 

 計    

 納税義務（納付義務）の免除又は還付を受けようとする事由及びその明細（該当の頭数字を○印で囲み、その所要事項欄に記入してください。） 

１ 譲渡担保財産として取得した自動車を債権の消滅により、その取得の日から６月以内に譲渡担保財産の設定者に移転した。 

 取 得 年 月 日 移転した年月日 設定者の住所、氏名又は名称  

 ・   ・ ・   ・   

     



 

 注意１ この申告書は、埼玉県税条例第４５条又は第４５条の２の規定により、上記納税義務（納付義務）の免除又は還付を受けようとする事由のいず

れかに該当したときに直ちに提出してください。 

   ２ この申告書には、納税義務（納付義務）の免除を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 

   ３ ※印の欄は、記入しないでください。 

２ 自動車の性能が良好でないこと又は車体の塗色等が契約内容と異なる等の理由により、取得の日から１月以内にその自動車を販売業者に返還し

た。 

 取 得 年 月 日 返還した年月日 自動車販売業者の住所、氏名又は名称  

 ・   ・ ・   ・   

 



 

 

別
記
様
式
第
六
十
四
号
の
七
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



 

別記様式第六十四号の七 

 注意１ この申告書は、埼玉県税条例第４５条第１項の規定により納税義務の免除が予定される場合に、自動車取得税申告書と併せて提出してください。 

   ２ この申告書には、譲渡担保権の設定を証する書類その他納税義務の免除が予定されることを証する書類を添付してください。 

   ３ ※印の欄は、記入しないでください。 

 

 
 
※整理番号 

 

自動車取得税納税義務の免除予定の申告書 

      年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県自動車税事務所長  

取 

得 

者 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

氏名又は名称 ◯印 

個 人 番 号 

又は法人番号 
 

登録番号又
は車両番号 車 名 

形 状 又 は 特 
種 用 途 区 分 型 式 免除を受けようとする額 取 得 し た 年 月 日 

設 定 者 へ 移 転 す る 
予 定 年 月 日 

    
円 

・   ・ ・   ・ 



 

 

別
記
様
式
第
六
十
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



 

別記様式第六十五号 
（表 面） 

軽 油 引 取 税 特 別 徴 収 義 務 者 登 録 申 請 書 ＊納税番号  

   

特 

別 

徴 

収 

義 

務 

者 

フ リ ガ ナ  ＊組織コード 

事 

務 

所 

又 

は 

事 

業 

所 

フ リ ガ ナ  ＊組織コード 

下記のとおり登録申請をします。 

     年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   税事務所長 

氏 名 
（法人名） 

◯印     名 称     

フ リ ガ ナ  フ リ ガ ナ  

法    人
代 表 者 名 

◯印  代  表  者
の 氏 名 

 

＊住所コード             ＊住所コード             

住 所 
（所在地） 

 所 在 地  

電 話 番 号 （   ）           電 話 番 号 （   ）           

個 人 番 号 
（法人番号） 

  

＊   
県 税 

 ＊   
定休日 

 ＊   
連納者 

 ＊   
申告者 

 ＊   
本支店 

 事業開始年月日 ・  ・ 事務所又は事業所数 
（本店を含む。） 

 

特 約 業 者       
元 売 業 者       指 定 年 月 日 ・   ・ 特約契約して

ある元売業者 

所 在 地  特 約 契 約 し た 年 月 日 ・  ・ 

開 業 年 月 日 
（法人にあつては､その設立年月日） 

・   ・ 名  称  元売業者との引取開始年月日 ・  ・ 

及
び
貯
蔵
設
備
の
概
要 

取
扱
石
油
製
品
の
種
類 

製 品 名 貯  蔵  設  備 数     量 ＊ 
保 

有 

輸 

送 

力 

車   種 台   数 

 Kℓタンク地上
地下 基  ｔ ローリー  

    ｔ トラック  

    ｔ トラック  

      

      

軽
油
の
納
入
先 

住 所 又 は 所 在 地 氏名又は名称及び代表者氏名 納入開始年月日 
そ
の
他
参
考
事
項 

 

   

   

   

   

注意１ 裏面には、事務所又は事業所の所在図並びに事務所又は事業所及び貯蔵設備の見取図を書いてください。 

  ２ ＊印の欄には記入しないでください。 

受付印 



 

 （裏面） 

事務所又は事業所の所在図 

又
は
被
承
継
者 

※
共
同
経
営
者 

氏 名 
(名称及び代表者) 

ＴＥＬ   （   ）      

住 所 
（所  在  地） 

 

※ 
 

調 

査 

の 

結 

果 

・ 

所 

見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
事務所又は事業所及び貯蔵設備の見取図  

調 査 年 月 日 ・  ・ 調査者氏名印 ◯印  

※ 
特 

記 

事 

項 

年 月 日 内          容 

  

  

  

  

  

  

 



 

 

別
記
様
式
第
六
十
五
号
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



 

別記様式第六十五号の三 

軽油引取税特別徴収義務者変更登録申請書 

 注意 ※印の欄には、記入しないでください。 

 納税番号  

   特
別
徴
収
義
務
者 

氏 名 

（名称及び
代表者名

 ） 
◯印 

  年  月  日 

 （宛先） 
 埼玉県   県税事務所長 

住 所 
（所 在 地）  

個 人 番 号 
(法人番号)  

事
務
所
又
は
事
業
所 

名 称  

代表者の氏名  

所 在 地  

電 話 番 号 （   ）      

 下記のとおり変更したので申請します。 

変 更 事 項 変  更  前 変    更    後 

特
別
徴
収
義
務
者 

（フリガナ） 

氏名・法人名 
  

※組織コード 

   

（フリガナ） 

法人代表者名 
  

住    所 

（所 在 地） 
 

※ 住所コード            

 

電 話 番 号 （   ）     （   ）       

個 人 番 号   

事
務
所
又
は
事
業
所 

（フリガナ） 

名    称 
  

※組織コード 

   

代表者の氏名   

所  在  地  

※ 住所コード            

 

電 話 番 号 （   ）     （   ）       

事務所又は事業所数 
（本店を含む。）   

元 売 業 者 の 名 称   

そ の 他   

変 更 年 月 日       年    月    日 

受付印 



 

 

別
記
様
式
第
六
十
五
号
の
三
の
二
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

別
記
様
式
第
六
十
五
号
の
四
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 

「 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
六
十
七
号
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
六
十
八
号
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 

に
改
め
る
。 

法
人

に
あ

つ
て
は

、
所

在
地

、
 

名
称

及
び

代
表

者
氏

名
 

 

「
 

個
人

番
号

 

法
人

に
あ

つ
て
は

、
所

在
 

代
表

者
氏

名
及
び

法
人

番
 

地
、

名
称

、
 

号
 

 
 

氏
 

 
 

 
 

名
 

(
法

人
に

あ
つ

て
は

、
そ
の

名
称

及
び

代
表
者

氏
名

)
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別
記
様
式
第
七
十
九
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
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宛
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「
県

税
事

務
所
長
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事

務
所
長
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別記様式第七十九号 
利子割に係る営業所等設置等の届出書 

 
受付印 

    

  特
別
徴
収
義
務
者 

フ リ ガ ナ 〒 
 

所 在 地  （電話          ） 

    年   月   日 
 
 （宛先） 
 埼玉県自動車税事務所長 

フ リ ガ ナ 
 

法 人 等 名  
フ リ ガ ナ 

 
代 表 者 ○印     

法 人 番 号  

  下記のとおり、利子割の申告納入について届け出ます。 

届 出 事 由 １ 新設  ２ 異動  ３ 廃止  ４ 利子等の種別の変更 

新 設 等 年 月 日     年  月  日 異動事由  

営業所等 

フ リ ガ ナ 〒 
 

所 在 地  （電話          ） 

フ リ ガ ナ 
 

店 舗 等 名  

特別徴収義務者番号※   ―     ―     

利 子 等 の 種 別 及 び 

利 子 割 の 納 入 方 法 

利 子 等 の 種 別 

納入方法 

店舗等ご
とに納入 

本店等に
おいて一
括納入 

 １ 特定公社債以外の公社債の利子   
 ２ 銀行預金利子   
 ３ 銀行以外の金融機関の預貯金利子   
 ４ 勤務先預金等の利子   
 ５ 合同運用信託の収益の分配   

 ６ 公社債投資信託のうち公募公社債投資信託以外
の収益の分配 

  

 ７ 郵便貯金利子   
 ８ 国外一般公社債等の利子等   
 ９ 財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益   
１０ 私募公社債等運用投資信託の収益の分配   

１１ 特定目的信託の社債的受益証券の収益の分配で
公募以外のもの 

  

１２ 国外私募公社債等運用投資信託等の収益の分配   
１３ 懸賞金付預貯金等の懸賞金等   
１４ 定期積金の給付補 金   
１５ 掛金の給付補 金   
１６ 抵当証券の利息   
１７ 貴金属等の売戻し条件付売買の利益   
１８ 外貨建預貯金等の為替差益   
１９ 一時払養老保険・一時払損害保険等の差益   

一括納入

する本店

等 

フリガナ 〒 
 

所 在 地  （電話          ） 

フリガナ 
 

店舗等名  

特別徴収義務者番号※   ―     ―     

（備考） 

注意 １ この届出書は、店舗等の新設、異動、廃止又は利子等の種別の変更があつた場合に提出してくださ
い。 

２ 「届出事由」欄は、該当する事由の頭数字を○で囲んでください。 
３ 「新設等年月日」欄は、届出事由が新設、異動又は廃止の場合にあつては当該新設等の年月日を、
届出事由が利子等の種別の変更の場合にあつては当該変更種別に係る利子割の納入開始年月日を記入
してください。 

４ 「異動事由」欄は、届出事由が異動の場合（営業所等の所在地又は店舗等名などが変更した場合）
にのみ記入してください。 

５ 「利子等の種別及び利子割納入方法」欄は、１から１９までのうち該当する商品の頭数字を○で囲
むとともに、当該商品の納入方法について、「店舗等ごとに納入」又は「本店等において一括納入」の
いずれかを選んで○を記入してください。 
また、本店等において一括納入する場合は、「一括納入する本店等」欄に、その所在地及び店舗等名

を記入してください。 
６ ※印の欄は、記入しないでください。  



 

 

別
記
様
式
第
八
十
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三
か
ら
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記
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記
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一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
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別記様式第八十一号 

地方税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請書 

 

受付印 

 ※整理番号  

  
主たる事務所又は事業

所の所在地 
（電話番号   ―   ―   ） 

      年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

氏名又は名称及び代表

者氏名 ◯印 

屋 号 
 

個人番号又は法人番号  

 地方税法
第７４８条

第７４９条第１項
 の承認を受けたいので、同法第７５０条第１項の規定により申請します。 

１ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の種類、備付けを開始する日、保存場所及び国税関係申請状況 

帳 簿 の 種 類 
備付け開始日 保存方法 

保 存

場 所 

国 税 関 係 

申 請 状 況 税目 名 称 ・ 作 成 事 務 所 等 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

  年  月  日 
電 磁 的 記 録 

Ｃ Ｏ Ｍ 
 

未・済 

税務署 

２ 主たる事務所又は事業所以外の事務所又は事業所 

  



 

都道府県名 所            在            地 

  

３ 設立の日（新たに設立された法人が法第７５０条第１項ただし書の規定の適用を受けようとする場合） 

        年    月    日 

４ 取りやめの届出書を提出し、又は取消しの通知を受けた地方税関係帳簿の種類及びその年月日（この申請

に係る地方税関係帳簿について、電磁的記録等による保存等の取りやめの届出書を提出し、又は承認を取り

消された後に、再び、承認を受けようとする場合） 

区 分 
対 象 と な つ た 帳 簿 の 種 類 届出書の提出

通知書の受理
年月日 

対象となつた 

保存方法 税目 名 称・作 成 事 務 所 等 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

５ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の作成に使用する電子計算機の概要 

区      分 メーカー名 機種名 台数 運用形態 
設置場所（委託運用の場合は、

委託先の名称及び所在地） 

コンピュータ・プリンタ・

その他 

（         ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリンタ・

その他 

（         ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリンタ・

その他 

（         ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリンタ・

その他 

（         ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリンタ・

その他 

（         ） 

  
台 

自己・委託  

６ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の作成に使用するプログラムの概要 

区     分 
市 販 プ ロ グ ラ ム の 場 合 市 販 プ ロ グ ラ ム 以 外 の 場 合 

備 考 
メーカー名 商 品 名 等 所有者名等 プログラム言語 

自己開発・委託開発・
市販・その他（   ）      

自己開発・委託開発・
市販・その他（   ）      

      



 

自己開発・委託開発・
市販・その他（   ）      

自己開発・委託開発・

市販・その他（   ）      

自己開発・委託開発・

市販・その他（   ）      

７ 総務省令に定める要件を満たすためにとろうとする措置 

   

１ 法第７４８条（電磁的記録による備付け及び保存）の承認を受けようとする場合は、(１)から(６)

までに掲げる事項について記載する必要があります。 

２ 法第７４９条第１項（電磁的記録による備付け及びＣＯＭによる保存）の承認を受けようとする場

合は、(１)から(11)までに掲げる事項について記載する必要があります。 

電
磁
的
記
録
に
よ
る
保
存
等
・
Ｃ
Ｏ
Ｍ
に
よ
る
保
存
に
共
通
の
措
置 

(１) 訂正又は削除の事実及び内容の確認に関する措置 

 □ データを直接に訂正又は削除をすることができるが、その事実及び内容が自動的に記録されるシス

テムを使用する。 

 □ データを直接に訂正又は削除をすることができないシステムを使用し、訂正又は削除は、いわゆる

反対仕訳（当初データの特定に必要な情報を付加）を入力することにより行う。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                              ） 

 

 ※ 該当する場合のみ記載してください。 

□ ただし、入力日から〔     〕日間に限つては、訂正又は削除の事実及び内容を残さない（内

部規程でこの旨を定める）。 

(２) 追加入力した事実の確認に関する措置 

 □ 入力データに入力年月日の情報を自動的に付加する（付加した情報を訂正又は削除をすることがで

きない）システムを使用する。 

 □ 入力データに個々のデータを特定することができる情報〔□一連番号、□伝票番号、□その他（ 

         ）〕を自動的に付加する（付加した情報を訂正又は削除をすることができない）シ

ステムを使用する。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                              ） 

(３) 地方税関係帳簿間の記録事項の関連性の確認に関する措置 

 □ 〔□一連番号、□伝票番号、□その他（               ）〕により地方税関係帳簿

間の関連性を確認することができるようにする。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                              ） 

 

《注意事項》 



 

(４) システム関係書類及び事務手続関係書類の備付けに関する措置 

 □ 次の名称の書類を備え付ける。 

  ① システムの概要を記載した書類 

    （                                          ） 

  ② システムの開発に際して作成した書類 

    （                                          ） 

  ③ システムの操作説明書 

    （                                          ） 

  ④ 電子計算機処理に関する事務手続を明らかにした書類又は処理委託契約書並びに電磁的記録の備

付け及び保存に関する事務手続を明らかにした書類 

    （                              ） 

 

(５) ディスプレイ及びプリンタの備付け並びに出力に関する措置 

  □ 電磁的記録の備付け及び保存をする場所に出力のための電子計算機、プログラム、ディスプレイ及

びプリンタを備え付けて、電磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な

状態で、速やかに出力することができるようにする。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                              ） 

(６) 検索機能の確保に関する措置 

 □ 主要な記録項目を検索の条件として設定することができる。 

 検索の条件として設定することができる記録項目 主 な 帳 簿 名  

□取引年月日 □勘定科目 □取引金額 □     □       

 □      □     □     □     □        

□      □     □     □     □       

□      □     □     □     □       

□      □     □     □     □       

 □ 日付又は金額に係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することができる。 

 □ ２以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定することができる。 

Ｃ
Ｏ
Ｍ
に
よ
る
保
存
に
固
有
の
措
置 

(７) ＣＯＭの作成等に関する事務手続関係書類等の備付けに関する措置 

 □ ＣＯＭの作成及び保存に関する事務手続を明らかにした書類として次の名称の書類を備え付ける。 

    （                              ） 

 □ ①保存義務者又は事務責任者の電磁的記録が真正に出力され、ＣＯＭが作成された旨を証する記載

及び記名押印、②ＣＯＭの作成責任者の記名押印、③ＣＯＭの作成年月日が記載された書類を備え付

ける。 

(８) ＣＯＭの索引簿の備付けに関する措置 

 □ 帳簿の種類などを特定し、対応するＣＯＭを探し出すことができる索引簿を備え付ける。 

 □ 索引簿の備付けに代え、ＣＯＭフィッシュのヘッダーに所要の事項を出力し、これをフィッシュア

ルバムに整然と収納する。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                              ） 
  

(９) ＣＯＭの索引の出力に関する措置 

 □ ＣＯＭごとの記録事項の索引をそれぞれのＣＯＭに出力する。 

 



 

(10) マイクロフィルムリーダプリンタの備付け及び出力に関する措置 

 □ ＣＯＭの保存をする場所に出力のためのマイクロフィルムリーダプリンタを備え付けて、ＣＯＭの

内容をマイクロフィルムリーダプリンタの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状態で、速や

かに出力することができるようにする。 

  □ 上記以外の方法による。 

    （                              ） 

(11) ３年間の電磁的記録の並行保存又はＣＯＭの検索機能の確保に関する措置 

 □ 上記(５)及び(６)の措置をとつて電磁的記録を保存する。 

 □ 上記(６)の機能に相当するＣＯＭの記録事項の検索をすることができる機能を確保する。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                              ） 

８ その他参考となる事項 

添
付
書
類 

１ 電子計算機処理システムの概要を記載した書類（市販のプログラムを使用する場合は不要） 

２ 電子計算機処理に関する事務手続の概要を明らかにした書類（又は処理委託契約書） 

３ 記載事項を補完するために必要となる書類その他参考となるべき書類（            ） 

 

 

  



 

 

別
記
様
式
第
八
十
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



 

別記様式第八十五号 

地方税関係帳簿に係る電磁的記録の電子計算機 

出力マイクロフィルムによる保存の承認申請書 

 

受付印 

 ※整理番号  

  

主たる事務所又は事業

所の所在地 

（電話番号   ―   ―   ）       年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

氏名又は名称及び代表

者氏名 

◯印 

屋 号  

個人番号又は法人番号  

 地方税法第７４９条第２項の承認を受けたいので、同法第７５０条第１項の規定により申請します。 

１ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の種類、電磁的記録の保存に代える日、保存場所及び国税関係申請状

況 

帳  簿  の  種  類 電磁的記録の保存に代える日 

（当初の承認を受けた年月日等） 
保存場所 

国 税 関 係

申 請 状 況 税 目 名 称 ・ 作 成 事 務 所 等 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

  
年  月  日   

（   年  月  日）  
 

未・済 

税務署 

２ 主たる事務所又は事業所以外の事務所又は事業所 

都道府県名 所            在            地 

  

 



 

３ 取りやめの届出書を提出し、又は取消しの通知を受けた地方税関係帳簿の種類及びその年月日（この申請に

係る地方税関係帳簿について、電磁的記録等による保存等の取りやめの届出書を提出し、又は承認を取り消さ

れた後に、再び、承認を受けようとする場合） 

区  分 
対 象 と な つ た 帳 簿 の 種 類 届出書の提出

通知書の受理
年月日 対象となつた保存方法 

税目 名 称 ・ 作 成 事 務 所 等 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

取りやめ届出 

取消し通知 
  年  月  日 電磁的記録・ＣＯＭ 

４ ＣＯＭによる保存をもつて電磁的記録の保存に代えようとする期間 

 ① 保存期間のうち保存期間の初日から（          ）が経過した日以後の期間 

 ② 保存期間の全期間 

５ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の作成に使用する電子計算機の概要 

区      分 メーカー名 機 種 名 台 数 運用形態 
設置場所（委託運用の場合は、

委託先の名称及び所在地） 

コンピュータ・プリン

タ・その他 

（       ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリン

タ・その他 

（       ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリン

タ・その他 

（       ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリン

タ・その他 

（       ） 

  
台 

自己・委託  

コンピュータ・プリン

タ・その他 

（       ） 

  
台 

自己・委託  

６ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の作成に使用するプログラムの概要 

区      分 
市 販 プ ロ グ ラ ム の 場 合 市販プログラム以外の場合 

備    考 
メ ー カ ー 名 商 品 名 等 所有者名等 プログラム言語 

自己開発・委託開発・

市販・その他(   ） 
     

自己開発・委託開発・

市販・その他(   ） 
     

自己開発・委託開発・

市販・その他(   ） 
     

自己開発・委託開発・

市販・その他(   ） 
     

      



 

自己開発・委託開発・

市販・その他(   ） 
     

７ 総務省令に定める要件を満たすためにとろうとする措置 

(１) 訂正又は削除の事実及び内容の確認に関する措置 

 □ データを直接に訂正又は削除をすることができるが、その事実及び内容が自動的に記録されるシステムを

使用する。 

 □ データを直接に訂正又は削除をすることができないシステムを使用し、訂正又は削除は、いわゆる反対仕

訳（当初データの特定に必要な情報を付加）を入力することにより行う。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                                           ） 

 

 ※ 該当する場合のみ記載してください。 

  □ ただし、入力日から〔     〕日間に限つては、訂正又は削除の事実及び内容を残さない（内部

規程でこの旨を定める）。 

(２) 追加入力した事実の確認に関する措置 

 □ 入力データに入力年月日の情報を自動的に付加する（付加した情報を訂正又は削除をすることができない）

システムを使用する。 

 □ 入力データに個々のデータを特定できる情報〔□一連番号、□伝票番号、□その他（         ）〕

を自動的に付加する（付加した情報を訂正又は削除をすることができない）システムを使用する。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                                           ） 

(３) 地方税関係帳簿間の記録事項の関連性の確認に関する措置 

 □ 〔□一連番号、□伝票番号、□その他（               ）〕により地方税関係帳簿間の関

連性を確認することができるようにする。 

 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                                           ） 

(４) システム関係書類及び事務手続関係書類の備付けに関する措置 

 □ 次の名称の書類を備え付ける。 

  ① システムの概要を記載した書類 

    （                                           ） 

  ② システムの開発に際して作成した書類 

    （                                           ） 

  ③ システムの操作説明書 

    （                                           ） 

  ④ 電子計算機処理に関する事務手続を明らかにした書類又は処理委託契約書並びに電磁的記録の備付け及

び保存に関する事務手続を明らかにした書類 

    （                                           ） 

  

  



 

(５) ディスプレイ及びプリンタの備付け並びに出力に関する措置 

 □ 電磁的記録の備付け及び保存をする場所に出力のための電子計算機、プログラム、ディスプレイ及びプリ

ンタを備え付けて、電磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状態で出力す

ることができるようにする。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                                           ） 

(６) 検索機能の確保に関する措置 

 □ 主要な記録項目を検索の条件として設定することができる。 

 

検索の条件として設定することができる記録項目 主  な  帳  簿  名  

□取引年月日 □勘定科目 □取引金額 □       

□      □     □     □        

□      □     □     □       

□      □     □     □       

□      □     □     □       

 □ 日付又は金額に係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することができる。 

 □ ２以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定することができる。 

(７) ＣＯＭの作成等に関する事務手続関係書類等の備付けに関する措置 

 □ ＣＯＭの作成及び保存に関する事務手続を明らかにした書類として次の名称の書類を備え付ける。 

    （                                           ） 

 □ ①保存義務者又は事務責任者の電磁的記録が真正に出力され、ＣＯＭが作成された旨を証する記載及び記

名押印、②ＣＯＭの作成責任者の記名押印、③ＣＯＭの作成年月日が記載された書類を備え付ける。 

(８) ＣＯＭの索引簿の備付けに関する措置 

 □ 帳簿の種類などを特定し、対応するＣＯＭを探し出すことができる索引簿を備え付ける。 

 □ 索引簿の備付けに代え、ＣＯＭフィッシュのヘッダーに所要の事項を出力し、これをフィッシュアルバム

に整然と収納する。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                                           ） 

(９) ＣＯＭの索引の出力に関する措置 

 □ ＣＯＭごとの記録事項の索引をそれぞれのＣＯＭに出力する。 

(10) マイクロフィルムリーダプリンタの備付け及び出力に関する措置 

 □ ＣＯＭの保存をする場所に出力のためのマイクロフィルムリーダプリンタを備え付けて、ＣＯＭの内容を

マイクロフィルムリーダプリンタの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出力する

ことができるようにする。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                                           ） 

(11) ３年間の電磁的記録の並行保存又はＣＯＭの検索機能の確保に関する措置 

 ※ 次の措置をとろうとする場合は、(５)又は(６)についても記載してください。 

 □ 上記(５)及び(６)の措置をとつて電磁的記録を保存する。 

 □ 上記(６)の機能に相当するＣＯＭの記録事項の検索をすることができる機能を確保する。 

 □ 上記以外の方法による。 

    （                                           ） 

 



 

８ その他参考となる事項 

添
付
資
料 

１ 電子計算機処理システムの概要を記載した書類（市販のプログラムを使用する場合は不要） 

２ 電子計算機処理に関する事務手続の概要を明らかにした書類（又は処理委託契約書） 

３ 記載事項を補完するために必要となる書類その他参考となるべき書類（             ） 

 

 



 

 

別
記
様
式
第
八
十
七
号
か
ら
別
記
様
式
第
八
十
九
号
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

  



 

別記様式第八十七号 

地方税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の取りやめの届出書 

 

 

受 付 印 

  ※整理番号  

  主たる事務所又は

事業所の所在地 
（電話番号   ─   ─   ）     年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

氏名又は名称及び 

代 表 者 氏 名 ○印   

屋 号  

個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号 

 

次の地方税関係帳簿について電磁的記録等による保存等を取りやめますので、地

方税法第７５１条第１項の規定により届け出ます。 

１ 電磁的記録等による保存等をやめようとする地方税関係帳簿の種類等 

帳 簿 の 種 類 当初の承認を受け

た 年 月 日 等 
保 存 方 法 保存場所 

国税関係

届出状況 税目 名称・作成事務所等 

  年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

未・済 
税務署 

  年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

未・済 
税務署 

  年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

未・済 
税務署 

２ 電磁的記録等による保存等をやめようとする理由 

                                     

                                     

                                     

                                      

３ その他参考となる事項 

 



 

別記様式第八十八号 

地方税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の変更の届出書 

 

  

 

受 付 印 

  ※整理番号  

  主たる事務所又は

事業所の所在地 
（電話番号   ─   ─   ）     年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

氏名又は名称及び

代表者氏名 ○印   

屋 号  

個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号 

 

次の事項を変更することとしたので、地方税法第７５１条第２項の規定により届

け出ます。 

１ 変更しようとする地方税関係帳簿の種類等 

帳 簿 の 種 類 変更しようとする

日（当初の承認を

受けた年月日等） 

保 存 方 法 保存場所 
国税関係

届出状況 税目 名称・作成事務所等 

  
年 月 日 

（ 年 月 日） 

□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

未・済 
税務署 

  
年 月 日 

（ 年 月 日） 

□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

未・済 
税務署 

  
年 月 日 

（ 年 月 日） 

□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

未・済 
税務署 

２ 変更しようとする事項及び変更の内容 

変 更 事 項 変 更 の 内 容 

  

３ その他参考となる事項 

 



 

別記様式第八十九号 
 

  主たる事務所又は事業所の移転に係る地方税関係 

帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請書 

 
受 付 印 

    ※整理番号  

  氏 名 又 は 名 称 及 び 

代表者氏名 ◯印  
      年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県   県税事務所長 

屋 号  

個人番号又は法人番号  

事

務

所

等 

移 転 後 
主たる事務所又は事業

所の所在地 
（電話番号   ─   ─   ） 

移 転 前 
主たる事務所又は事業

所の所在地 
（電話番号   ─   ─   ） 

地方税法第７５２条第１項（第７５４条において準用する場合を含む。）の規定に基づく承認を受けたいので、申請します。 

１ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の種類、移転前の承認年月日、移転後の保存場所及び国税関係承認状況等 

帳 簿 の 種 類 

承認年月日 保存方法 移転後の保存場所 国税関係承認状況 
税目 名称・作成事務所等 

   年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

税務署 

   年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

税務署 

   年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

税務署 

   年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

税務署 

   年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

税務署 

   年 月 日 
□電磁的記録 

□ＣＯＭ 
 

税務署 

２ 主たる事務所又は事業所以外の事務所又は事業所 

都道府県名 所 在 地 

  

３ 事務所等を移転した日 

       年    月    日 

４ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の作成に使用する電子計算機の概要 

区 分 メ ー カ ー 名 機 種 名 台 数 運用形態 
設置場所（委託運用の場合は、委

託先の名称及び所在地） 

コンピュータ・プリンタ・

その他（       ） 
  台 自己・委託  

コンピュータ・プリンタ・

その他（       ） 
  台 自己・委託  

コンピュータ・プリンタ・

その他（       ） 
  台 自己・委託  

コンピュータ・プリンタ・

その他（       ） 
  台 自己・委託  

  



 

５ 承認を受けようとする地方税関係帳簿の作成に使用するプログラムの概要 

区 分 
市 販 プ ロ グ ラ ム の 場 合 市販プログラム以外の場合 

備 考 
メーカー名 商 品 名 等 所有者名等 プログラム言語 

自己開発・委託開発・市販・
その他（        ） 

     

自己開発・委託開発・市販・
その他（        ） 

     

自己開発・委託開発・市販・
その他（        ） 

     

自己開発・委託開発・市販・
その他（        ） 

     

自己開発・委託開発・市販・
その他（        ） 

     

６ 総務省令に定める要件を満たすためにとろうとする措置 

（１）訂正又は削除の事実及び内容の確認に関する措置 

□ データを直接に訂正又は削除をすることができるが、その事実及び内容が自動的に記録されるシステムを使用する。 

□ データを直接に訂正又は削除をすることができないシステムを使用し、訂正又は削除は、いわゆる反対仕訳（当初デ

ータの特定に必要な情報を付加）を入力することにより行う。 

□ 上記以外の方法による。 

（ ） 

 

※該当する場合のみ記載してください。 

□ ただし、入力日から〔     〕日間に限つては、訂正又は削除の事実及び内容を残さない（内部規程でこの

旨を定める）。 

（２）追加入力した事実の確認に関する措置 

□ 入力データに入力年月日の情報を自動的に付加する（付加した情報を訂正又は削除をすることができない）システム

を使用する。 

□ 入力データに個々のデータを特定することができる情報〔□一連番号、□伝票番号、□その他（         

 ）〕を自動的に付加する（付加した情報を訂正又は削除をすることができない）システムを使用する。 

□ 上記以外の方法による。 

（ ） 
（３）地方税関係帳簿間の記録事項の関連性の確認に関する措置 

□ 〔□一連番号、□伝票番号、□その他（              ）〕により地方税関係帳簿間の関連性を確認す

ることができるようにする。 

□ 上記以外の方法による。 

（                                                 ） 
（４）システム関係書類及び事務手続関係書類の備付けに関する措置 

□ 次の名称の書類を備え付ける。 

① システムの概要を記載した書類 

（                                                ） 
② システムの開発に際して作成した書類 

（                                                ） 
③ システムの操作説明書 

（                                                ） 
④ 電子計算機処理に関する事務手続を明らかにした書類又は処理委託契約書並びに電磁的記録の備付け及び保存に関

する事務手続を明らかにした書類 

（                                                ） 
（５）ディスプレイ及びプリンタの備付け並びに出力に関する措置 

□ 電磁的記録の備付け及び保存をする場所に出力のための電子計算機、プログラム、ディスプレイ及びプリンタを備え

付けて、電磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出力することがで

きるようにする。 

□ 上記以外の方法による。 

（ ） 

（６）検索機能の確保に関する措置 

□ 記録項目を検索の条件として設定することができる。 

 検索の条件として設定することができる記録項目 主 な 帳 簿 名  

 
 □取引年月日 □勘定科目  □取引金額 □   

 □      □      □     □   

 □      □      □     □   

 □      □      □     □   

 □      □      □     □   

□ 日付又は金額に係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することができる。 

□ ２以上の記録項目を組み合わせて条件を設定することができる。 

 



 

７ その他参考となる事項 

添
付
書
類 

１ 移転前に受けていた承認に係る通知の写し又は都道府県知事の証明書 

２ 電子計算機処理システムの概要を記載した書類（市販のプログラムを使用する場合は不要） 

３ 電子計算機処理に関する事務手続の概要を明らかにした書類（又は処理委託契約書） 

４ 記載事項を補完するために必要となる書類その他参考となるべき書類（                  ） 
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附則別記様式第十号 

 ※整理番号  

自動車取得税納税義務免除申告書兼還付申請書 

      年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県自動車税事務所長 

納
税
義
務
者 

住所又は所在地  

氏 名 又 は 名 称 ◯印  

個 人 番 号 
又 は 法 人 番 号 

 

 埼玉県税条例附則第１８条の５の規定の適用を受けたいので申告（申請）します。 

納税義務の免除を

受けようとする自

動車取得税 

年 度 登 録 番 号 又 は 車 両 番 号 車 名 
形状又は特種
用途区分 

型 式 税 額 納 税 の 済 否 

     
円 納税した 

納税していない 

取 得 年 月 日 前所有車の用途を廃止した日 

 
・   ・ ・   ・ 

還付を受けようと

する額 

徴 収 番 号 区 分 納 付 額 
還付を受けよう

とする額 
納 付 年 月 日 ※還付の申請があつた日か

ら起算して１０日を経過

した日 

 

税 額 
円 円 

・  ・ 

延 滞 金   ・  ・ 
・  ・ 

計    

 注意１ この申告書は、埼玉県税条例附則第１８条の５の規定により上記納税義務の免除又は還付を受けようとする場合に直ちに提出してください。 

   ２ この申告書には、納税義務の免除を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 

   ３ ※印の欄は、記入しないでください。 

  



 

附則別記様式第十一号 

 ※整理番号  

自動車税納税義務免除申告書兼還付申請書 

      年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県自動車税事務所長 

納
税
義
務
者 

住所又は所在地  

氏名又は名称 ◯印  

個 人 番 号 

又は法人番号 
 

 埼玉県税条例附則第２３条の２の規定の適用を受けたいので申告（申請）します。 

納税義務の免除を

受けようとする自

動車税 

年 度 登 録 番 号 又 は 車 両 番 号 車 名 税 額 納 税 の 済 否 

   円 
納税した 

納税していない 

取 得 年 月 日 前所有車の用途を廃止した日 

 
・   ・ ・   ・ 

還付を受けようと

する額 

徴 収 番 号 区 分 納 付 額 
還付を受けよう

とする額 
納 付 年 月 日 ※還付の申請があつた日

から起算して１０日を

経過した日 

 

税 額 
円 円 

・  ・ 

延 滞 金   ・  ・ 
・  ・ 

計    

 注意１ この申告書は、埼玉県税条例附則第２３条の２の規定により上記納税義務の免除又は還付を受けようとする場合に直ちに提出してください。 

   ２ この申告書には、納税義務の免除を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 

   ３ ※印の欄は、記入しないでください。



 

 
 

 

附 

則 

１ 

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
八
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当

分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 


